2012春闘要求の回答について道市町村課との交渉を実施－3月6日
１　はじめに

　　　冒頭、藤盛副委員長は「今年も春闘期に入り、民間大手組合も要求書を提出し、交渉が本格化してきている。自治労も９日を対自治体闘争統一行動日と設定し、29分時間内くい込み集会を配置している。厳しい経済情勢は私たちも重々承知しているが、長引く景気低迷を打開するには、雇用を安定させ労働者の賃金水準を保障し、内需を拡大することが必要である」と述べ、２月17日に提出した重点要求に対する回答（２月28日）の内容について説明を求めた。
２　交渉内容は以下のとおり。

（１）賃金要求に関する基本認識について

道本部は、「春闘アンケートによればここ数年の傾向として組合員が生活苦を訴えることがほぼ固定化された中での賃金要求である」と指摘した上で、職員の生活実態や賃金の引上げ要求に対する基本認識について質した。
道市町村課は「賃金引き上げ要求は、労働者の権利であると理解する」としたものの、職員の給与の決定については、「給与勧告や地方公務員法に規定する給与決定の原則などを踏まえて、各自治体で判断すべきものと考える」との具体性のない回答に止まった。
これに対し、道本部は、「自治体財政悪化に伴う独自削減やこの間の地域民間準拠の賃金水準の抑制政策の中で、自治体職員の生活は非常に厳しい実態になっていることを改めて認識して、今後対応いただきたい」と申し入れた。
（２）国家公務員の2011人勧実施と給与の臨時特例の取り扱いに対して

　道本部は「国家公務員の給与は臨時特例法案の取り扱いをめぐり与野党の３党合意があった中でやっと整理がされることとなったが、特に2011人事院勧告の実施に際して、総務省からどのような助言が出されたのか。また、それを受けて道として各市町村へどのような対応を取ろうとしているのか明らかにしていただきたい」と質した。

　道市町村課は「２月29日付けで『国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律』の公布についての総務副大臣通知が発出され、これについて各自治体へ周知をした。通知の趣旨を踏まえて、各自治体において判断し、適切に対応するものと考えている。」と回答した。

　道本部は「国の事情で給与削減を行うことは極めて遺憾だが、勧告分については削減幅に含めるという考え方を基本とし、現給保障制度については削減期間中は制度の存続をするという意味で一定受け止めなければならないと考えているが、問題なのは国家公務員の削減内容を地方公務員へ押しつけないということである。このことについて、どのように総務省から示されているのか、明らかにしていただきたい」と質したところ、道市町村課は「総務省から、国の給与削減を地方に適用するという方向での具体的な指示や要請は受けていない」と回答した。

道本部は「参議院総務委員会で、自治労組織内の江﨑参議院議員が川端総務大臣から回答を引き出した、2011年６月月時点での「地方への影響は遮断する」とした姿勢に変わりはないと考えている」と指摘し、道市町村課としての見解を求めた。
道市町村課は「総務大臣の発言は、『国家公務員に係る時限的な給与削減措置を地方に要請・強制することは考えていない』、また、『地方財政計画の策定に当たり、給与削減措置の実施を前提とした給与関係経費を計上することは考えていない』という趣旨のものであったと承知している。これが現時点での国の姿勢であり、先の副大臣通知も、給与削減措置を地方へ強制したものとは考えていない」と回答を道本部は市町村課の見解として確認し、国と同様な削減を強要しようとする自治体が出てきたときには、道として、趣旨をしっかり伝えていただきたいと強く申し入れた。
（３）国家公務員給与の取り扱いにおける懸念事項について

　道本部は、「今回の措置で年間給与の制度調整を6月一時金で行うというが、このような取扱いが地方公務員に強制されることないよう対応すべきであり、また、職員給与の削減を議員立法で行ったやり方は極めて異例な措置として受け止めている。このような扱いを地方自治体へ参考例となるような情報提供は行わないでいただきたい」と強く申し入れた。
　道市町村課は「国の職員給与に係る制度改正等が行われた場合については、その内容等を各自治体へ周知しているが、地方自治体の職員の給与決定については、地方公務員法などの法令や国の通知等の趣旨を踏まえて各自治体で判断すべきものと考えている」と回答した。

　道本部は、「今後、自律的労使関係制度の措置が検討されている上で、今回の取り扱いを前例となるような扱いはしないように、私たちも自治労や公務員連絡会を通じて対応を取っていく」と述べ、、北海道においてもこのことをしっかりと受け止めるよう要請した。
（４）公務員制度改革の動向について

道本部は「国家公務員制度改革関連四法案は通常国会での審議入りが確認されており、地方公務員に係る関連法案については、３月中に国会へ提出される動きときている。特に地公ついて、2011年６月２日に総務省の考え方が示されて以降、民主党の「公務員制度改革・総人件費改革ＰＴ役員会」が受け皿となって、全国知事会や市長会、町村会等の地方六団体と総務省、連合・公務労協が一同に会し議論が重ねられている」と述べ、道としても法案成立に向けた関係方面への働きかけや、新制度後の対応について情報収集などに努めるよう要請した。

市町村課は「総務省が2011年12月末にまとめた「地方公務員の新たな労使関係制度に係る主な論点」に対する考え方や詳細な制度設計については、未だに具体的な明示がされていない点も多い。今回の改革は、地方自治体の今後の行財政運営に大きく関わる重大な改革であり、今後も引き続き情報収集等をしていく」と回答した。
道本部は「全国知事会や市長会、町村会等は地方公務員への自律的労使関係制度の措置については、「そもそも論」の域を超えていないのが現状だが、地公の関連法案について、現時点でのスケジュールにおいては、３月中下旬には政府で閣議決定、国会へ提出される運びとなっているので、消防職員の団結権の措置など是非強く働きかけていただきたい」と強く申し入れ、今後も十分な意見交換を行っていくことを確認した。
（５）財政制度と通じた人件費に対する地方自治体への関与について

道本部は、この間の一番の課題になるのは、財政制度を通じた人件費に対する地方自治体への関与についてであると指摘し、「特に退職手当債の発行、病院特例債などの認可に関わって、国家公務員を超える措置を取っている自治体には適正化が求められている。さらに、第三セクター等改革推進債（三セク債）なるものも活用されはじめてきている。こうした制度を活用する際には、一律的な人件費の削減や住居手当等、さらに、適用給料表の変更及び昇格基準の改悪等を条件としないで対応いただきたい。すでに独自削減行い、ラス指数も100を大きく下回っている。細部にわたる条件をみて、そこに特化した助言は行わないよういただきたい」と指摘し、見解を質した。
道市町村課は「自治体の現場においては、財政運営に当たって大変厳しい状況にあると重々認識している。財政健全化を目的として、これらの財政諸制度を活用される際には、制度の説明をして、検討いただかなければならない旨は申し上げている。各自治体においては、住民サービスを維持・向上させることは大変重要な使命であり、職員の理解を得つつ、近年の厳しい財政事情等も踏まえた上で財政の健全化をはかるべく対応されているものと認識しており、道としては、住民の理解を得ることを第一に対応していただきたいという思いでいる」との回答であった。

道本部は「特例債を認めるときの条件というが、その前段に交付税改革によって、一時的に自治体に財源を与えず、不足する分は借金で、とした政策自体がはたして適切なものであったのかと考える。北海道においても、十分に総務省の動きを警戒し、行き過ぎた指導があった場合は、毅然とした対応を取っていただきたい。個別自治体の様々な状況については、自治労道本部及び道が共有化しながら、具体的な対策を行えるよう対応いただきたい」と今後の対応に配慮するよう強く申し入れた。

（６）特別交付税などへの対応について

道本部は「自宅所有者の住居手当や６級以上５５歳以上の1.5％減額については、特別交付税の調整の対象となっていないが、今年度の取り扱いはどのような方向となるのか」と現時点での情報を求めた。これに対し、道市町村課は「自宅所有者の住居手当などについては、今年度の特別交付税の調整対象とはなっていない」と回答した。

道本部は「年間給与の制度調整にあっては、平均ラス未満の自治体においては実施しなくとも特別交付税の調整の対象とはしていないので、自治体において判断した内容については、基本的に尊重していただきたい」と強く申し入れた。
（７）定年年齢の段階的延長について
道本部は、「人事院からの定年年齢の意見の申出が、2011年９月30日に出されたが、現在、政府方針が固まらず、それ以降の議論が全くできない状況である。現時点で得られている情報について明らかにしていただきたい」と質した。
道市町村課は「２月29日、岡田副総理兼公務員制度改革担当大臣が有識者会議を開催し、国家公務員の雇用と年金の接続をはかるための方策について意見交換を行い、３月中下旬をめどに開催される第２回の意見交換会において、「再任用の義務化」か「定年延長」かいずれの方策によるかの政府方針を決定することを確認したと聞いている。報道などの情報によれば、再雇用の義務化で対応しようとしている民間の状況を踏まえ、再任用の義務化での対応に決着することが有力とのことであるが、現在のところ国からの具体的な情報は無い」と回答した。

道本部は「国の動きでは、有識者会議を開催して、３月末までには定年年齢の段階的延長とするか、再任用制度の義務化をするかの議論が行われている。仮に再任用の義務化となった場合は、現段階では再任用制度の条例化はほとんどの自治体でされているが、９割近くが運用されていないという現実がある。この場合、年金と雇用の接続を行うための方策として、しっかりと自治体に対して運用を義務づける作業が必要となってくる」と指摘し、今後、北海道ではどのような取り組みを行おうとしているのかを質した。

道市町村課は「仮に再任用制度の義務化が決定された場合については、現在、再任用制度の条例化を行っていない団体（23年4月現在23市町）があること、今後の定員管理や地域の住民や議会の理解を得ることなど、様々な課題もあると考える。いずれにしても、雇用と年金の接続は非常に重要な課題の一つと認識しており、高齢者雇用施策に係る制度が円滑に運用されるよう、今後とも情報提供や必要な助言を行ってまいりたい」と回答した。

道本部は「公務員をめぐる環境は非常に厳しいものがあることは理解するが、様々な課題を克服し、雇用と年金を接続する方策を具体化するのは使用者としての義務と考えている。是非、北海道としても情報収集を行って、各自治体に対して適切な助言をいただきたい」と強く申し入れた。
（８）退職手当支給水準の見直しについて
道本部は「2012年は５～６年に一度の退職手当支給水準の見直しが検討されており、総務省が人事院に対して調査を要請し、その結果がまとまりつつある。北海道で入手している現時点での情報を提供いただきたい」と求めたところ、道市町村課は「退職手当支給水準の見直しや人事院の調査結果等に係る国の現段階の動向等については、現在のところ情報を得ていない」と回答した。
道本部は「自治労の情報では、調査結果自体が相当厳しい内容と想定されるということである。官民比較は民間の退職一時金・企業年金を含めた年金額と、公務員の退職手当と３階部分（職域加算）とを比較するものとなっているが、労働条件に係る重要な事項であるので、制度の見直しに際しては十分に労働組合と協議することを各自治体に対して助言いただくとともに、町村自治体の多くは退職手当組合へ加入しているので、退職手当組合に対しても情報提供が求められれば、適切に対応していただきたい」と要請した。

３　交渉まとめ

最後に、藤盛副委員長から①国公給与の取り扱いに係り「地方への影響遮断」について現段階の北海道と道本部の認識を確認した。今後、消費税問題等とあわせ、財務省の動きが懸念されるところである。また、来年度以降の交付税、義務教育国庫負担金、ラスパイレス指数の動向など地方に大きく影響してくる課題に対し、共通認識に立って今後対応いただきたい。道としても各市町村の代表として、各課題について国に申し入れを行うべきと考える。②定年年齢延長問題に係わって、自治労は定年の延長を求めているが、国の方針が決定されればそれに則って各市町村でも進められていくこととなる。北海道としても情報提供と適切な助言を願いたい。と結び、今後も厳しい環境の中で行財政運営を強いられている自治体へ道としての適切な対応を引き続き求めて、交渉を終えた。
４　道市町村課交渉の内容は、以上のとおりである。現在行われている国会で国家公務員制度改革関連四法案の審議入りと地方公務員に係る関連法案提出がされる動きとなっている。2013年の協約締結権回復と人勧制度廃止など新しい公務員制度を見据え、自治労は2012春闘の重点課題、

①「要求－交渉－妥結」のサイクルの確立と妥結結果の書面化の推進
②　公共サービスの提供体制の確立

③　地域住民・民間との連携・共闘と公共サービスの質の向上
④　地場・中小など民間春闘との共闘の強化と公共サービス民間労働者の労働条件底上げ

を定め、春闘を一年の賃金・労働条件闘争のスタートとして位置づけしている。
引き続３月29日の中央段階のヤマ場に向けて、今春闘の取り組みをさらに強めていく。各単組においては、３月９日の対自治体闘争の全国統一行動（29分時間内くい込み集会）に結集し、自治体当局の使用者責任を果たすべく、追及を強めること。
以　上
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